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※数字の一部を修正しておりますので正誤表を添付致します。

誤 正
10～11ページ 純現在価値（ＮＰＶ）（億円） 69,605 65,351

費用便益比（ＣＢＲ） 7.3 6.9
経済的内部収益率（ＥＩＲＲ）（％） 19.1% 18.4%

残存価値 9,207 8,694
Ｂ(航空利用者便益＋供給者便益＋残存価値） 80,675 76,421
Ｃ（第Ⅲ期整備費） 11,070 11,070

2.便益項目
   航空利用者便益 効果比率92.5% 効果比率93.4%

（億円）
容量制約により、やむなく他交通機関、他空港を利用してい
た旅客・貨物の所要時間短縮・費用節減効果 51,728 48,076
運航頻度の増加による利便性の向上効果 13,645 13,645
航空機から直接ビルへ到着できる事に伴う時間短縮効果 1,568 1,481
環状８号線との連絡道路整備によるアクセス時間短縮効果 33 32

  供給者便益 効果比率7.4% 効果比率6.6%
航行援助施設利用料収入の増加 1,798 1,798
航空機燃料税収入の増加 1,768 1,768
着陸料収入の増加 1,519 1,519
移転跡地売却益 343 343
空港管理者の地代等収入の増加 506 506
維持修繕費 ▲1,017 ▲1,017
管制等業務費 ▲425 ▲425

12～13ページ 純現在価値（ＮＰＶ）（億円） 143 130
費用便益比（ＣＢＲ） 1.9 1.8
経済的内部収益率（ＥＩＲＲ）（％） 13.5% 12.8%

残存価値 18 16
Ｂ(航空利用者便益＋供給者便益＋残存価値） 297 283
Ｃ（南ピア関連整備費） 154 154

2.便益項目
   航空利用者便益 効果比率92.5% 効果比率74.2%

航空機から直接ビルへ到着できる事に伴う時間短縮効果 209 198
  供給者便益 効果比率7.4% 効果比率25.8%

空港管理者の地代等収入の増加 69 69

14ページ 純現在価値（ＮＰＶ）（億円） 77,220 72,541
費用便益比（ＣＢＲ） 8.0 7.6
経済的内部収益率（ＥＩＲＲ）（％） 20.3% 19.5%

純現在価値（ＮＰＶ）（億円） 61,989 58,161
費用便益比（ＣＢＲ） 6.6 6.3
経済的内部収益率（ＥＩＲＲ）（％） 17.8% 17.2%

(4)感度分析 ケース1:
将来航空需要が基本
ケースに対し10%増加
ケース2:
将来航空需要が基本
ケースに対し10%減少

正　　　誤　　　表

(2)沖合展開第Ⅲ期
事業の投資効果

1.沖合展開第Ⅲ期事業
の費用対効果

1.第２旅客ターミナル南
ピア関連整備

(3)今後の事業の投
資効果



事業評価監視委員会（平成１６年度第１回）
空港事業 位置図

④東京国際空港
沖合展開第Ⅲ期事業範囲

新Ｃ滑走路

再評価理由

①事業評価後、５年以上経過した時点で未着工の事業
②事業採択後１０年を経過した時点で、継続中の事業
③事業採択前の準備・計画段階で５年間が経過している事業
④再評価実施後５年間が経過している事業
⑤社会情勢の急激な変化等により再評価の実施の必要が生じた事業

東京国際空港位置図東京国際空港位置図
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１．沖合展開事業の目的
航空輸送力の確保
３本の滑走路を整備し滑走路処理能力の
向上を図る
誘導路・エプロン等基本施設の整備で運
用の効率化を図る
道路・鉄軌道等アクセス施設の充実を図
り、陸における輸送力を確保する

航空騒音問題の抜本的な解消
新Ｂ・Ｃ滑走路の沖合への展開で陸域へ
の影響を及ぼさない航空機運用を可能に
する

土砂処分場跡地の有効利用
東京都の土砂処分場の埋立地跡地を空
用地として活用する

首都圏交通ネットワークとリンクする羽田

事業完成後の騒音コンタ図
安定した地盤を作る

地盤改良 １



２．沖合展開事業の概要
沖合展開第Ⅰ期事業計画

昭和５９年より昭和６３年迄

１．新Ａ滑走路の整備１．新Ａ滑走路の整備
（昭和６３年７月供用）（昭和６３年７月供用）
発着可能回数が１８万回発着可能回数が１８万回//年年((５００回５００回//日日))へへ

沖合展開第Ⅱ期事業計画

昭和６２年より平成５年まで

１．西（第１）旅客ターミナル・貨物・整備地１．西（第１）旅客ターミナル・貨物・整備地
区の整備区の整備 （平成５年９月供用）（平成５年９月供用）
空港利便施設や交通施設の整備により、空港利便施設や交通施設の整備により、
旅客輸送サービスの向上旅客輸送サービスの向上
発着可能回数が２１万回発着可能回数が２１万回//年年((５８０回５８０回//日日))へへ

新Ａ滑走路

２



沖合展開第Ⅲ期事業計画

平成２年より段階整備、平成１８年完了予定

第Ⅰ期事業
第Ⅱ期事業
第Ⅲ期事業

沖合展開ステージプラン

東旅客ターミナルビル

１．新Ｃ滑走路の整備１．新Ｃ滑走路の整備
（平成９年３月供用）（平成９年３月供用）
発着可能回数が２１万回発着可能回数が２１万回//年（５８０回年（５８０回//日）日）
から２４万回から２４万回//年年((６６０回６６０回//日日))へへ

２．新Ｂ滑走路の整備２．新Ｂ滑走路の整備
（平成１２年３月供用）（平成１２年３月供用）
発着可能回数が２４万回発着可能回数が２４万回//年年((６６０回６６０回//日日))からから
２８．５万回２８．５万回//年年((８１２８１２回回//日）へ日）へ

３．第２旅客ターミナル地区・連絡道路の整備３．第２旅客ターミナル地区・連絡道路の整備

（平成１６年１２月１日供用予定）（平成１６年１２月１日供用予定）
ターミナルビルから直接航空機に搭乗できる便ターミナルビルから直接航空機に搭乗できる便
数の割合が大幅に増加（搭乗率数の割合が大幅に増加（搭乗率 ６０％６０％→→９０％）９０％）
首都高速道路及び環状８号線とのアクセス時間首都高速道路及び環状８号線とのアクセス時間
が短縮が短縮

東旅客ターミナル地区

３



沖合展開第Ⅲ期今後の事業

平成１７年以降

１．第２旅客ターミナル南ピア関連整備１．第２旅客ターミナル南ピア関連整備
第２旅客ターミナルの固定スポットは１５ス第２旅客ターミナルの固定スポットは１５ス
ポットからに１８スポットへポットからに１８スポットへ
大型旅客機への搭乗はほとんどの便で大型旅客機への搭乗はほとんどの便で
ターミナルビルから直接搭乗可能ターミナルビルから直接搭乗可能

４

南ピア関連整備

固定３スポット増

第2旅客ﾀｰﾐﾅﾙ



３．Ⅲ期事業を取り巻く社会状況
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東京国際空港の旅客実績及び予測   単位：万人 

再拡張 1144

５

東京国際空港の実態東京国際空港の実態
バブル崩壊、低成長時代が到来し
ても航空需要は増加の一途、しかし
国内航空旅行者の約６割が利用す
る東京国際空港は、間もなく能力の
限界

規制緩和の波規制緩和の波
平成７年１２月幅運賃制度導入
平成８年 ４月ダブル・トリプル化
航空３社間で各種割引拡充
平成９年 ９月スカイマーク就航
平成１０年１２月エアドゥ就航
１０年間で座席利用単価が３割減

将来航空需要将来航空需要
再拡張を考慮しない場合
平成１９ （2007 ）年 6,124万人/年
平成３４ （2022 ）年 7,380万人/年

4,508

5,226
6,019 6,089

6,124 6,242
6,716

7,159 7,380

参考：再拡張事業（評価対象外）により、

発着可能回数は、４０．５万回／年

（１，１４４回／日）に拡大



４．Ⅲ期事業の進捗
平成１５年度末 の進捗率９６．６％

平成１６年度末 南ピア整備を残した状態で９９．０％

６
第２旅客ターミナル地区整備状況



（１） 費用対効果分析概略検討フロー

建設費
用地費

維持改良費・再投資費

対　象　事　業

費用の設定

WithｹｰｽとWithoutｹｰｽを考慮
28.5万回／年と21.0万回／年

Ⅲ期事業実施時とⅡ期事業終了時

需　要　予　測

　

　　（建設期間＋５０年後までの便益）

航空利用者便益
供給者便益

地域住民・企業便益

便益の計測

　計算期末の５０年後以降も羽田空港として、利
用し 続けると し、純利益を計測する。

残存価値の計測

５．整備効果

７

★

気象施設

照明工事

無線工事

建築工事

消防施設

土木工事

東京航空局 11%

駐車場

構内道路

エプロン新設

誘導路新設

滑走路新設

用地造成

土木工事

関東地方整備局 89%

施工区分



８

社　会　的　割　引　率　（４％）
基準年度　：　２００４年度（計算価格）

総　費　用 総　便　益

費用の現在価値 便益の現在価値

費用便益分析の実施
純現在価値（NPV）＝Ｂ－Ｃ
費用便益費（CBR）＝Ｂ／Ｃ
経済的内部収益率（ＥＩＲＲ）

「空港整備事業の費用対効果分析マニュアル」による

再評価における費用便益分析は、原則として、

「事業全体の投資効率性」と「残事業の投資効率性」の両者を実施する。

感度分析を実施する。



空港整備事業における供給者便益発生のキャッシュフロー

供給者便益は、利用者のサービス対価の支払を通して発生する。特に、空港整
備事業は、利用者負担を前提に維持補修費をまかないながら建設投資額と改良・
再投資額の償還、あるいはその投資額確保がなされており、供給者便益を一定
程度発生する仕組みを持った事業である。

このような観点に立って、この利用者のサービス対価を基にした主要なキャッ
シュフローを示した。

９

★

一般会計より繰入



１．沖合展開第Ⅲ期事業の費用対効果

１０

（Ｂ：容量制約により他交通、他空港
を利用していた旅客・貨物の時間・費
用短縮、運航頻度の増加による利便
性の向上、直接航空機に乗降できる
事に伴う時間短縮効果等＋残存価

値－Ｃ：第Ⅲ期整備費）

６９，６０５億円
（（７１，４６８億円＋９，２０７億円）

－１１，０７０億円）

純現在価値

（ＮＰＶ）

（Ｂ／Ｃ）７．３
（８０，６７５億円／１１，０７０億円）

費用便益費

（ＣＢＲ）

１９．１％
経済的内部収益率

（ＥＩＲＲ）

内 容指 標項 目

（２）沖合展開第Ⅲ期事業の投資効果



航空利用者便益航空利用者便益
効果比率
（９２．５％）

供給者便益供給者便益
（７．４％）（７．４％）

地域住民・地域住民・
企業便益企業便益

航空機騒音の低減航空機騒音の低減
大規模地震時における航空輸送基地として空港機能を維持大規模地震時における航空輸送基地として空港機能を維持
空港跡地の有効利用空港跡地の有効利用

航空機のタキシング距離の短縮に伴う時間短縮効果航空機のタキシング距離の短縮に伴う時間短縮効果
航空会社間の競争による実勢価格の低減効果航空会社間の競争による実勢価格の低減効果
固定スポット数の増加に伴う出発時の定時性向上効果固定スポット数の増加に伴う出発時の定時性向上効果
空港内リムジンバスへの乗換抵抗低減効果空港内リムジンバスへの乗換抵抗低減効果
ターミナル整備による快適性の向上効果ターミナル整備による快適性の向上効果

２．便益項目

ⅢⅢ期事業による効果のうち便益の対象とした項目期事業による効果のうち便益の対象とした項目主体主体

航行援助施設利用料収入の増加航行援助施設利用料収入の増加 ◎◎ １，７９８億円１，７９８億円
航空機燃料税収入の増加航空機燃料税収入の増加 ◎◎ １，７６８億円１，７６８億円
着陸料収入の増加着陸料収入の増加 ◎◎ １，５１９億円１，５１９億円
移転跡地売却益移転跡地売却益 ◎◎ ３４３億円３４３億円
空港管理者の地代等収入の増加空港管理者の地代等収入の増加 ◎◎ ５０６億円５０６億円
維持修繕費維持修繕費 ◎▲◎▲１，０１７億円１，０１７億円
管制等業務費管制等業務費 ◎▲◎▲ ４２５億円４２５億円

◎◎：費用便益分析で取り込む便益：費用便益分析で取り込む便益 無印：貨幣換算できない便益無印：貨幣換算できない便益凡例

容量制約により、やむなく他交通機関、他空港を利用していた旅客・貨物の容量制約により、やむなく他交通機関、他空港を利用していた旅客・貨物の
所要時間短縮・費用節減効果所要時間短縮・費用節減効果 ◎◎５１，７２８億円５１，７２８億円
運航頻度の増加による利便性の向上効果運航頻度の増加による利便性の向上効果 ◎◎１３，６４５億円１３，６４５億円
航空機から直接ビルへ到着できる事に伴う時間短縮効果航空機から直接ビルへ到着できる事に伴う時間短縮効果 ◎◎ １，５６８億円１，５６８億円

環状８号線との連絡道路整備によるアクセス時間短縮効果環状８号線との連絡道路整備によるアクセス時間短縮効果◎◎ ３３億円３３億円

１１



（３）今後の事業の投資効果

１，第２旅客ターミナル南ピア関連整備

１２

（Ｂ：航空機から直接ﾀｰﾐﾅﾙに到

着できる事による時間短縮効果＋
残存価値－Ｃ：南ピア整備費）

１４３億円
（（２７９億円＋１８億円）－１５４億円）

純現在価値

（ＮＰＶ）

（Ｂ／Ｃ）１．９
（２９７億円／１５４億円）

費用便益費

（ＣＢＲ）

１３．５％
経済的内部収益率

（ＥＩＲＲ）

内 容金 額項 目



２．今後の事業の便益項目

主体主体

航空利用者航空利用者

南ピア関連整備による効果のうち便益の対象とした項目南ピア関連整備による効果のうち便益の対象とした項目

◎◎：費用便益分析で取り込む便益：費用便益分析で取り込む便益
無印：貨幣換算できない便益無印：貨幣換算できない便益

凡例

１３

航空利用者航空利用者
便益
効果比率
（７５．１％）

航空機から直接ビルに到着できる事に伴う時間短縮効果航空機から直接ビルに到着できる事に伴う時間短縮効果 ◎◎ ２０９億円２０９億円

固定スポット数の増加に伴う出発時の定時性向上効果固定スポット数の増加に伴う出発時の定時性向上効果

空港内リムジンバスへの乗換抵抗低減効果空港内リムジンバスへの乗換抵抗低減効果
ターミナル整備による快適性の向上効果ターミナル整備による快適性の向上効果

供給者便益供給者便益

（２４．９％）（２４．９％）

空港管理者の地代等収入の増加空港管理者の地代等収入の増加 ◎◎ ６９億円６９億円



（４） 感度分析

７７，２２０億円純現在価値（ＮＰＶ）

（Ｂ／Ｃ）８．０費用便益費（ＣＢＲ）

２０．３％
経済的内部収益率

（ＥＩＲＲ）

内 容指 標項 目

ケース１：将来航空需要が基本ケースに対し１０％増加

ケース２：将来航空需要が基本ケースに対し１０％減少

６１，９８９億円純現在価値（ＮＰＶ）

（Ｂ／Ｃ）６．６費用便益費（ＣＢＲ）

１７．８％
経済的内部収益率

（ＥＩＲＲ）

内 容指 標項 目

１４



６．今後の対応方針（案）
１．事業の必要性等に関する視点

首都圏の航空需要は航空運賃の低廉化も相まって旺盛な伸びを示して
いる。

沖合展開Ⅲ期事業は、旅客の利便性や空港運用上の効率について一
層の向上を図るために、不可欠であります。

２．事業の進捗の見込みの視点
沖合展開第Ⅲ期事業は、９割以上が完成しており、本年１２月の第２旅
客ターミナル地区の供用を目指します。

平成１８年度までに南ピア関連整備の完了を目指します。

３．コスト縮減の可能の視点
今後も引き続き、事業実施に当たり、更なるコスト縮減に取り組みます。

４．対応方針（原案）
本事業は、現計画案により、継続が妥当と考えています。

１５



第２旅客ターミナル

１６

再拡張事業 （再評価対象外）

今後さらに国内航空需要の増大が見込

まれることから、４本目の滑走路を新設す
ることにより、発着容量の制約の解消し、
多様・多頻度による利用者利便の向上を
図ることが急務であるとともに、その発着
余裕枠を活用して国際定期便の就航を図
ります。

７．参 考


